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Summary
　　　　It　is　our　daily　requirement　to　restore　the　various　mandibular　positiorl　by　the　prosth－
odontic　intervention　in　a　partially　dentate　mouth．　The　most　basic　mandibular　position　is
the　intercuspal　position，　composed　of　four　segmental　contacts　in　both　premolar　and　molar
teeth．　These　key　contacts　in　restoring　the　intercuspal　mandibular　position　are　called　as“the
Supporting　Zone”of　the　mandible．
　　　The　purpose　of　these　series　of　studies　is　to　clarify　how　effective　the　supporting　zone
of　the　mandible　will　be　restored　by　the　various　prosthetic　designs　and　procedures．
　　　The　author　has　analyzed　the　following　problems　and　has　observed　the　following
results．
　　　The　Problems　were；（1）how　the　various　retainers　would　restore　the　mandibular
positiorしin　the　free－end　R．　P．　D．’s，（2）how　the　various　methods　of　impression　procedures　of
the　free－end　R．　P．　D．’s　would　affect　the　supporting　ability　of　the　dentures，（3）how　the
preprosthetic　treatments　on　the　abutment　restorations　would　affect　the　supporting　ability
of　the　dentures　and（4）how　alignment　of　the　artificial　teeth　would　affect　the　supporting
ability　of　the　dentures．
　　The　results　obtained　were；（1）The　more　rigid　the　retainer　was　that　meant　the　good
support　and　a　well　designed　bracing　action，　the　more　effective　the　suppporting　ability　of　the
dentures　was，（2）The　mucocompressive　impression　technique　was　more　effective　in　restor－
ing　the　support　of　the　free－end　saddles　than　any　other　methods，（3）The　genuine　mesio－distal
parallelism　in　the　abutment　crowns　and　the　R．　P．　L　retainers　were　effective　in　restoring　the
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support　of　the　free－end　dentures，（4）In　the　free－end　saddle，　it　was　advisable　not　to　align　the
second　molar　tooth，　in　case　the　antagonists　did　not　exist，　or　the　antagonists　were　also　the
free．end　saddles　for　the　reason　of　reducing　the　force　to　the　bounded　abutments　and　saddles．
緒 言
　われわれが補綴物を欠損部に設計，装着してい
くのは失われた咬合接触を再構成し，咀噌，発音，
外観など損なわれた機能を回復していくことにほ
かならない．
　今回，その概要を報告する下顎「支持域」（Unter－
kiefer　Sttttzzone）に関する一連の研究は，この
「失われた咬合接触を再構成していく補綴物の機
能はどうあるべきか」について設計指針の一助と
すべく検討を加えたものである．
　たとえば手許にあるドイツのいくつかの補綴
学，解剖学の教科書を幡いてみると，そのほとん
どに歯が欠損して顎口腔系に障害が生じてくる大
きな原因の1つに，下顎位が上顎に対して偏位し
てくることを指摘しており，下顎「支持域」とい
う概念を記載している．
　この概念は，わが国ではむしろEichner，　K．によ
る対咬関係を基にした欠損歯列の分類の基準と
なったことで著名な術語となった趣きがあるが，
この分類法は既存の「支持域」の概念を応用して
分類法に適用したというべきであろう．すなわち，
咬頭嵌合位において下顎位を構成するのは小臼
歯，大臼歯の咬合接触であり，この左右4ケ所の
咬合接触の総体を下顎と上顎の咬合支持により下
顎位が決定されることから下顎支持域と呼ぶ．
　「支持域」という概念は，戦前の東京高等歯科
医学校（現東京医科歯科大学）に客員教授として
来校されていたことでも著名なSteinhardt，　G．に
よる膨大な臨床的，および基礎的な仕事から生じ
たものである．1904年生れのこの老大家は，
1930～1970年ころまで一貫して歯の欠損，不正咬
合と顎関節の形態的変化を口腔外科の臨床のかた
わら追ってきたことで知られている．博士の仕事
は咬合の変化とTMJの形態変化を病理組織学的
に観察し，その見事な標本で有名であるが，臨床
的にも示唆に富むものが多く，古くは，“Die
Bedeutung　der　Kiefergelenke　fUr　die　partielle
Prothese”（口病誌，13（1），1939）がある．またこ
れは，藤田恒太郎博士が「局部義歯二対スル顎関
節ノ意義」として日本語の抄録をまとめておられ
る．著者が特に影響を受けた論文は，博士の1965
年のDZZに発表されたものであり，その論調が以
下の研究の糸口になったともいえる1）．
　Steinhardtは屍体の標本でTMJの変化を確認
したわけであるが，著者は欠損補綴学の立場から
種々な設計の義歯が下顎位の回復についてどのよ
うな差違を有するのか，または有さないのかを知
ることが重要であると考えるに至った．これは「下
顎位の回復は重要である」と提唱されているわり
には，この方面の仕事が，特に欠損歯列において
少ないと感じられたからでもある．
研究方法
　下顎の偏位を測定するには，顔弓を使用する方
法がまず考えられたが，口腔内で実距離を測定す
るという目的では小さな変位計を歯列に固定し，
咬合接触時の上下的な変位を検討するほうが上下
顎顎間距離の変化を直接的に記録できると考え
た．
　1．接触型微小変位計の適用
　Ludwig，　P（1973）2）に準じ，下顎1点（中切歯
間）と，MR，　ML点（as）に変位計をパラオク
ルーザル・シーネ中に設定し，上顎の同部を測定
の原点とした．したがって下顎に偏位が生じれぽ
上下顎に存在する仮想の2つの三角形が平行関係
を失い，これを電気的に測定することとした．変
位計には測定の安定性と口腔内での条件を考え，
ストレイン・ゲージを応用したものを新規に開発
した．
　2．下顎位の変化の測定
　これにはチェックバイト法を用いて調節性咬合
器上にて矢状穎路の角度と願頭位の変位量とを測
定可能であるHANAU社の咬合器コンダイルリ
ポジショナーを用いた．
　3．研究の展開
　本研究は欠損歯列者における下顎の咬合支持を
検討するため，次の項目に分けて被験者の口腔内
で実験的観察を行った．
　A．正常歯列者における下顎「支持域」を構成
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　する咬頭嵌合位（Ip）の安定性
B．歯周病患者等，歯列に異常な変位性を有す
　る個体における咬頭嵌合位の安定性
C．実験的「支持域」欠如者における下顎の偏
　位
D．遊離端欠損歯列における補綴物の適用，支
　台装置の選択と下顎支持域の回復
E．遊離端義歯における義歯床下顎堤粘膜の印
　象採得法と下顎支持域の回復
F．遊離端義歯支台装置の連結強度が義歯床の
　咬合支持能力に及ぼす影響
G．遊離端義歯における人工歯排列と咬合支持
　の関係
H．咬合採得の技法が下顎支持域の回復に及ぼ
　す影響
1．抜歯時に適用する即時遊離端義歯が下顎の
　咬合支持に及ぼす影響
研究の概要
A．B．正常歯列者及び歯列に異常な変位性を有
　　する個体における下顎「支持域」の安定性に
　　ついて
　正常歯列者，歯列に変位性を有する個体につい
ては，正常歯列者でIpから軽い噛みしめを行うと
歯および歯槽骨が変位し，上下顎間で咬合接触が
営まれているにかかわらず上下顎顎間距離
（Inter－Maxillary　Distance：1．　M．　D．）は微小な
変化を示す．これは歯列頬側のパラオクルーザ
ル・シーネを一連の全顎シーネとせず，測定端の
含まれる部分のみの固定部とするとなおいっそう
の変位が生じる．この変化のうち，垂直的な成分
を測定したのが図1のパターンであり，これによ
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図1：個性正常咬合者48名の咬頭嵌合位の状態．タイ
　　プ1とタイプIIで約85％を占めた．
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れば個性正常咬合者の咬頭嵌合位は，Ipでの接触
が生じてから咀噌筋の収縮により歯列の圧縮荷重
がはじまると臼歯部，前歯部がすべて上顎に接近
するタイプと，臼歯部は接近し，前歯部は離開す
るタイプ，そしてそれらの混合型の3タイプに大
別され，前二者で約85％を占めたことからこれら
が正常な様相であろうと考えた．このときの上下
顎顎間距離の変化は，70±15μmであった．一方，
歯周病患者で全歯が残存している者の同上の値
は，約2～7倍となった3“’5）．
　そこでここまでの研究から，咬頭嵌合位はある
幅を有して機能すること，そして仮に歯が存在し
ていても支持能力に欠け，動揺の大きな場合は下
顎位の支持作用も低下し，変位性が大きくなるこ
とが示された．これらの事実は，臨床的には次の
ような現象としてわれわれもしばしば経験する．
すなわち，単冠1つを装着する場合でも患者に軽
くタッピングさせた場合と，ギュッと強く噛みし
めをさせた場合とでは，患者の当該歯の圧感覚は
全く異なる．一般的な薄手の（約30μm）の咬合紙
を用いて術者サイドで咬頭嵌合位を求めていって
も，最後は患者の感覚に依存するというのがやは
り生理的にみても望ましいと思われる．このよう
なところに上述のデータの意味が潜んでいるわけ
である．
C．実験的支持域欠如者について
　次の段階として有歯顎者で遊離端欠損状態を再
現し，この時の上下顎顎間距離（1．M．D．）の変化
を記録した．これには下顎「支持域」を構成する
臼歯部に連結冠またはブリッジを必要とする被験
者を用い，歯列の後方から冠または暫間冠を順次
撒去し，その都度噛みしめを命じ，先に示した3
標点の変化として，また顎頭位の変化をチェック
バイト法で測定した．後者の方法はKUhlら
（1976）6）の追試であり，咬合器にはHANAUの
コンダイル・リポジショナーを用いた．その結果，
すべての被験者において冠の撒去側で1、M．D．が
減少，すなわち下顎が上顎に接近することが示さ
れた．たとえば図2の症例Aでその詳細をみる．
表の横軸に示すように765567の冠を次第に遠心
から撤去するに従いMLの値が変化し上顎に接
近するのが分る．この変化を模式図に示したのが
図3であり，これにより臼歯部の咬合接触が失な
われ，下顎「支持域」を構成する垂直的な支えが
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消失すると，下顎は偏位していくことが明らかに
示された．この事実は臨床的に見ると，たとえば
単純なブリッジの症例でも，下顎の咬合支持域を
含む［（55’6一⑦などではチェックバイト法による咬
合採得の技法等も見直す必要のあることを示唆し
（μm　l）
叶
…！
ML
MR
一100ト
図2　症例AにおけるMR，1，　MLでの上下顎顎間距
　　離（lnter－Maxillary・Distance）の変化．横軸
　　　1：765567クラウンあり，2二「7なし，
　　　3：「6－7一なし，4：「百一テなし，5：－7TS－6－7一
　　　なし，6：7－6T5－6一テなし，7：765567
　　　なし，8：－5T5一あり，9：－6T6一あり，10：丁「7
　　　あり．
ている7）（図4）．
D．遊離端欠損歯列者における下顎「支持域」に
　　ついて
　パーシャル・デンチャーにおいてはC．で示した
遊離端欠損が現実の問題として存在しているわけ
で，ここへ人工歯列を設定する際にどのような設
計が望ましいか検討する必要がある．
　そこで，次に実際の遊離端欠損患老で支持能力
に差があると考えられる種々な支台装置をもつ義
歯を装着し，人工歯列による下顎「支持域」の回
復の程度を検討した．
　実験義歯は，図5に示すようにレストなしのワ
イヤー・クラスプ（W），レストつきの鋳造クラス
プ（C），コーヌスクローネ（K）の3種を支台装
置として有し，一方，床外形，適合性，咬合接触
等の条件は可及的に一定となるようにした．各義
歯の咬合面には咬合力を感知できる荷重センサー
1．M．D．
（μm）
Q00一
↑
decrease without
with
市訂765 567 100
without with
市訂 0 765「百ア
MR 1 I　　　ML
一100
　increaseｫ
図3：1とMR，1とMLを結ぶ線分の変化を示す．
　　除去側左側では下顎前方は上顎から離開，後方
　　　は接近する．非除去側右側では下顎は前方も後
　　方も上顎から離開する．下は元データよりクラ
　　　ウソを除去し，噛みしめを行わせた際の下顎の
　　変位を模式図で示した．
A－一一FH
図4：五十嵐ら7）による頼頭位変化のデータ．穎頭変
　　位は前上方である．KUh16）らのデータでは同じ
　　　く，103～160度となっている．
図5：実験義歯3種を示す．
lMD（μm）
300
200
lOO
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図6：上下顎顎間距離は義歯装着なし（W．P），ワイ
　　ヤー・クラスプ義歯（W），鋳造クラスプ義歯
　　　（C），コーヌスクローネ義歯（K）の順に変化
　　が小さくなり，この順に義歯による支持がより
　　発現することを示している．
を設定した．従前の観察と同様Ipから噛みしめを
被験者に命じ，上下顎顎間距離の変化と咬合力の
発現の変化を測定した．その結果，たとえぽ図6
の症例Aでは義歯装着なし（W．P）から（W），
（C），（K）の順に順次臼歯部の1．M．　D．の他がIp
に近づいてくることが明らかになった．これは義
歯人工歯による下顎「支持域」の回復がより十分
に生じてくることを示したことといえる．また咬
合力の発現は，順次増加してくる傾向が示された．
すなわち，遊離端義歯を装着する最大の目的であ
る人工歯列による咬合の回復という要件は，支台
装置と支台歯の連結の自由度が小さく，支持作用
に富む場合に，より好成績が得られることが明ら
かとされた8）（図7）．
E．遊離端義歯床下顎堤粘膜の印象法と下顎支持
　　域の回復について9）
　遊離端義歯の顎粘膜支持要素が下顎「支持域」
の回復に及ばす影響を検討するため義歯の支台装
置をレストなしワイヤークラスプとレスト付鋳造
2腕鉤の二つとし，有床部の印象法を粘膜静態印
象，粘膜加圧印象の2種，床外形の設定を全部床
外形，部分床外形および床粘膜面を削除の3種と
し，それぞれの組合せの実験補綴物を装着し，こ
の時の義歯床人工歯列による下顎「支持域」の回
復の状態を測定した．
　遊離端欠損患者においては，義歯人工歯列によ
り「支持域」を回復することとなるが，この人工
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歯列の安定性は，義歯の設計との関連により大き
く影響を受けるものと考えられる．すなわち，義
歯人工歯列の安定性は，残存歯を支台歯とし代償
性の支持，把持，維持を求める一方で，欠損部顎
堤に人工歯列下の有床部を介し顎粘膜支持を主体
とし，一部は把持，維持作用を求めていると一般
に考えられている．
　欠損部顎堤上の有床部による人工歯列の安定性
についても「支持域」の回復という観点からの検
討が必要と考えられた．そこで顎粘膜による安定
に関与すると考えられる顎粘膜の印象方法の差違
と有床部外形の差違による影響について検討を加
えることとした．
　被験者は，いずれも両側性遊離端欠損を有し，
大臼歯そして一部小臼歯による下顎「支持域」の
咬合接触を欠くもので，ここに遊離端義歯を装着
すれば人工歯列による「支持域」の回復が図られ
1．M．D．
bitlng　force
　　　IO
　15
（kg）
（N＝5）
睡（N＝・）
　　峻へ
　228　2同
　　　　　　18興◎座
図7：臼歯部「支持域」を規定するMR，　ML両標点に
　　おける上下顎顎間距離（1．M．D．）の値と咬合
　　力の発現を正常者4）（6），実験的「支持域」欠如
　　者7）（1），および遊離端欠損患者8）（2・3・4・
　　　5）と示した．
　　横軸1，2は実験的「支持域」欠如者および遊
　　離端欠損患者で1．P．から噛みしめを行わせた
　　際の1．M．D．の減少値を示し，これが3：ワイ
　　ヤー・クラスプ，4：レスト付鋳造クラスプ，
　　5：コーヌスクローネと遊離端義歯を装着し，
　　支台装置を自由度の小さなものに変換するに
　　従ってLM．D．は変化が小さくなり，一方，逆
　　に発生する咬合力は増加し，正常者群6に近づ
　　くのがわかる．
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ると考えられた．
　遊離端義歯の支持は，混合支持（combined
tooth＆tissue　support）であり，顎粘膜支持を一
定とした場合の歯牙支持の影響については，先の
D．で報告したので，今回は歯牙支持の状態をD．
において最も支持能力に欠けるとされたレストな
しのワイヤークラスプ（以下ワイヤークラスプ）
と中等度の支持能力を示したレスト付鋳造2腕鉤
（以下鋳造クラスプ）の2者とし，顎粘膜支持の
条件を変化させ，人工歯列の代償的な支持の発現
に及ぼす影響を検討した．
L顎粘膜支持の条件
　これには，欠損部の印象採得時に用いる個人ト
レーの条件を次のように付与してまず印象の加圧
条件を変化させ，次いで印象より得られた模型上
で有床部外形の設定を以下のように付与した．
1）印象時の加圧条件
　欠損部顎堤の形態の再現に際し，アルジネート
単一印象より得られた模型により2種の個人ト
レーを製作した．一つは，残存歯の解剖的印象と
欠損部顎堤粘膜の無荷重時の形態再現を目標と
し，これを粘膜静態印象用のトレーとした．いま
一つは，残存歯の解剖的印象と欠損部顎堤粘膜が
機能時に荷重により変形する状態を再現すること
を目標とし，これを粘膜加圧印象用のトレーとし
た．
2）床外形の設定条件
　印象採得時，欠損部の周縁形成を通法に従い全
部床義歯と同一となるところまで行った．模型完
成後周縁形成で明らかとされた外形を全部床外
形，通常部分床義歯が設計される床外形の大きさ
を部分床外形とし，さらに床内面を削合し，不適
合状態を再現した．
3）印象採得の実施
　上述の個人トレーを用い，粘膜静態印象には，
アルジネート，粘膜加圧印象には，レギュラーボ
ディーのシリコン印象材を用いた．この粘膜静態
印象，粘膜加圧印象の実施に際しては，個人トレー
への加圧量と欠損部の印象内圧の双方を測定し
た．加圧量の測定には，荷重センサー　LM30KA
を，印象内圧の測定には，圧センサーPS　2　KBを
用い動歪アンプで信号を増幅し，ペン書きオシロ
グラフに記録した．
観察用i義歯
　粘膜加圧条件を，静態，加圧の双方として観察
用義歯の製作を行った．支台装置は，前述の2種
とした．
2．実験・観察の手順
1）粘膜静態印象模型の場合
　①レストなし0．9mm　Co－Crワイヤークラスプ
を設定し，
　i）全部床有床外形の場合
　ii）部分床有床外形の場合
　iii）床内面削除（不適合状態を再現）
　②レスト付鋳造2腕鉤（type　lV金合金）を設定
し，
　i）・ii）・iii）同上
2）粘膜加圧印象模型の場合
　④ワイヤークラスプを設定し，i）全部床有床
外形の場合
　ii）部分床有床外形の場合
　iii）床内面削除（不適合状熊を再現）
　②鋳造クラスプを設定し，i）・ii）・iii）同上
　以上について測定を行った．
その結果　症例A，Bの双方ともMR，　ML両測定
点の上下的変位量は，すべてプラス方向の変化を
示し，上顎歯列に接近する傾向が示された．この
傾向は，症例により，支台装置により，また欠損
部の印象法，床外形の大きさなどにより値の現わ
れ方に差違があった．粘膜静態印象（Mucostatic
impression）以下M．　S．と粘膜加圧印象（Muco－
compressive　impression）以下M．　C．とする．
〈支台装置別の下顎「支持域」の回復〉
　ここでは，印象採得法2法を仮に均一とみなし，
支台装置の差違によるLM．D．の変化を検討す
る．症例A，Bとも義歯装着をしない場合の1．　M．
D．の値を100％とすると，有床部が全部床外形の場
合，症例Aでは，ワイヤークラスプ，鋳造クラス
プ間の差は認められないが，症例Bでは，鋳造ク
ラスプがワイヤークラスプより22％良好な値を示
した．有床部が部分床外形となると，症例A，B
ともに鋳造クラスプのほうがワイヤークラスプの
場合に比べ，それぞれ12～21％良好な1．M．D．の
回復を示すことが示された．これは，先に報告し
たD．における傾向とまったく同一で，支台装置の
連結の自由度が小さく，支持・把持効果に優れた
もので有床部の沈下が許容されにくくなっている
ことによっているものであると考えられた（図
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8）．
3．印象法別の下顎「支持域」の回復
　ここでは，支台装置別の値を平均し，印象採得
法の差異による1．M．　D．の変化を検討する．症例
A，Bとも義歯装着をしない場合の1．　M．　D．の値
を100％とすると，有床部外形が全部床外形の場
合，Aで9％，　Bで7％，部分床外形の場合，　A
で10％，Bで6％それぞれ粘膜静態印象法に比べ
粘膜加圧印象法のほうが，1．M．　D．の回復すなわち
下顎「支持域」の回復に寄与していることが明ら
かとされた．これは，遊離端義歯においては，多
くの研究で明らかとされているように欠損部の印
象時に加圧作用が有効であることを，最終的な義
歯の支持作用から明らかとしたものであるといえ
よう（図9）．
4．有床部外形の影響について
　遊離端義歯の床外形は，義歯の安定要索の一つ
として代償性の支持・把持をし，ときには維持に
関わっている．有床部の要件としては，顎堤粘膜
に十分に適合していることがまずあげられ，これ
は，先に述べた加圧条件により影響される．次に
床外形を拡大し，単位面積当りの負荷を小さくし
ようとする試みがあげられる．義歯床の支持につ
いては，単に床外形が大きく見かけの床面積が大
きければ，支持に有効であるとはいえず，咬合圧
の加わる方向に対し，平行またはこれに近い欠損
部顎堤の形状であることが望ましい．有床部下の
顎粘膜の被圧縮性は，可及的に小さい状態が望ま
しいが，有床部で加圧した場合とポイントプロー
ブ状のものとで加圧した場合とでは，基本的な差
異があり前者の値を参考としなくてはならない．
　臨床においては，遊離端義歯の床外形の設定を
全部床義歯の床外形の設定に準じて行っている．
全部床義歯では，床縁による辺縁封鎖が床の吸着
に対し重要で，床外形は，しばしば可動性の高い
頬粘膜，口腔底粘膜などに終ることが多く，また，
筋圧による床の安定という面からもこれを求める
印象は，臨床手技上欠くことのできないステップ
となっている．
　一方，Kennedy　I級欠損のような典型的な遊離
端義歯においては，有床部の床外形は，全部床義
歯床外形とは異なり，非可動粘膜すなわち欠損部
の顎堤上で最大に求め，可動粘膜には延長しない
ような形態を与えることが多い．これは，全部床
LM．D（％）
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図8：支台装置別の臼歯部上下顎間距離の変化率
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図9：印象法別の臼歯部上下顎間距離の変化率
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義歯と異なり床の浮上に抗する吸着作用が，ほと
んど必要とされないこと，可動部への拡大による
辺縁過長による柊痛の増大，そして異物感の増大
などがあげられよう．このような臨床上の所見を
確認するため同一支台装置で，印象採得法を2種
とし，床外形の影響をみたところ，全部床外形を
与えた右床部よりは，部分床外形を与えた有床部
のほうが，下顎「支持域」の回復を示す臼歯部の
上下顎間距離の値が小さく，咬頭嵌合位から噛み
しめを行った場合の人工歯列の上下的安定性が良
好となる傾向が部分的に示された．しかし，床外
形間の値の差異は，床例Aでは12～26μm，Bでは
5～20μmと大差なく，これは正常歯列者間での
咬頭嵌合位の幅，約70±15μmに含まれてしまう
値であり，臨床的にみれば全部床外形に床外形を
設定することの意味が問われるものと考えられ
る．
5．不適合状態における下顎「支持域」
　観察の手順の一環として，床外形が部分床外形
を有するものの床粘膜面を削除し，不適合状態を
再現した場合，症例Aでは，印象法別，支台装置
別にかかわらずすべて，また，症例Bでは，大部
分の条件下で上下顎間距離，1．M．　D．の値が義歯を
装着しないで，咬合・噛みしめを行わせた場合に
近づいていくことが明らかとなった．これは，支
台装置にほぼ関係なく生じている傾向で，LM．D．
の値を小さく保つには，有床部が顎堤粘膜に十分
適合していることが不可欠であることを実験的に
示したものであるといえる．
　本研究では，時間の因子すなわち義歯を装着し
て後の床不適合による1、M．　D．の変化には触れて
いないが，実験的な不適合状態の義歯からその傾
向を推察すれば，人工歯列の咬合接触の喪失と義
歯による支持の消失が生じることがわかる．
6．顎粘膜支持のあり方
　以上の本実験的観察と臨床的な所見とから遊離
端義歯における顎粘膜支持のあり方を検討してみ
る．
　義歯は，欠損部において人工歯列を構成し，咀
噌筋の活動による咬合力の発現を受けとめてい
る．この場合，人工歯列の空間的位置が不安定で
あると上記の作用は，損われることとなる．すな
わち，義歯人工歯列の位置は，可及的に天然歯列
に近く安定させるのがよいことがわかる．このた
めには用いることが可能なすべての安定要素を悉
く用いるのがよいと考えるものである．すなわち，
遊離端義歯の安定を任う二つの要素，歯牙要素と
顎粘膜要素にどのような安定を求めていくかが問
題となる．すでにD．で述べたように顎粘膜支持が
一定である場合には，支台歯との連結のあり方が
問題となり連結の程度がより自由度の小さな場合
に遊離端部の人工歯列により構成される下顎「支
持域」の回復の程度を示す上下顎間距離の値がよ
り小さく，天然歯列の状態に近づくことを報告し
た．
　以上から顎粘膜支持を種々な条件下でとらえた
際の「支持域」の回復については印象法として粘
膜静態印象法よりは，粘膜加圧印象法の方が有利
であることを明らかとした．
　床外形の付与法については，全部床義歯とまっ
たく同一であるか，一般的に考えうる部分床義歯
床外形であるかを問わず，義歯床の支持には大き
な差異は，認められなかった．したがって有床部
の求め方は，印象法については粘膜加圧印象法，
床外形については非可動粘膜上の顎堤上でほば常
識的と考えられる床外形とすれば遊離端義歯の顎
粘膜支持は，十分に求められるものと考えられる．
　このように支台装置，欠損部顎堤とも，義歯の
支持など安定要素を求めることのできる組織に
は，十分に代償性の負担を求めることが，義歯の
設計の第一の要件としてあげられる．この際，代
償性の負担を求められた各組織が，負担に十分耐
えうる状態でなけれぽ過重負担を生じるわけで，
これに対しては，補綴物設計前の支台歯，欠損部
顎堤の被圧変位性が重要な因子となる．これがほ
ぼ正常にあるか，または前処置によって正常に近
づけてあることが残存組織に強い支持を求めうる
か否かの判断基準となる．いわゆるrigid　support
型の義歯における支台歯，欠損部顎堤の負担の状
態は，正しく診断・製作された義歯においては，
僅少であることが知られている．
　以上により，本研究より生じた遊離端部の床に
よる支持の求め方についての所見は，臨床におけ
る知見を裏付けたものとなったと考えられる．
F．遊離端義歯支台装置の連結強度が義歯による
　　支持域の回復に及ぼす影響1°）
　義歯の支台装置として一般に頻用されているク
ラスプ支台装置において，これを設定する口腔内
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の支台歯の前処置と支台装置の設計によっては，
すでに報告したテレスコープ義歯に匹敵する下顎
位の回復が図れることが予測されたので検討し
た．その結果，支台歯との連結自由度を最小とす
る設計のR．　P．L支台装置（R．　P．　P．1．と呼称）にお
いて，テレスコープ義歯に近い成績が得られた．
　実際の臨床においては，支台装置の過半数以上
を占めるものは，各種クラスプである．これらク
ラスプにおいても「支持域」の回復を図るために
連結自由度を小さくするという特徴を付与するこ
とがはたして可能か否かを検討する必要性が生じ
てきた．
　そこで，臨床で広く用いられている各種R．P．1、
装置とそれらを改良した支台装置についての支台
歯の前処置，支台装置の製作方法，義歯床による
下顎位の回復について検討した．
L実験観察用義歯の条件
　実験観察用義歯の支台装置は，支台歯と義歯床
の連結の強さを意図的に付与し，連結の強度によ
る有床部の垂直的な位置の安定性を通じ，下顎「支
持域」の回復を検討する目的で，支台歯及び支台
装置を臨床経験的にR．P．1．システムとした．
1）支台歯の前処置
　被験者の両側性下顎遊離端欠損側に隣接する支
台歯のKonuskrone内冠上に全部鋳造冠を製作
した．この冠には，R．P．1．クラスプを受け入れ，
さらにクラスプと支台歯との連結強度を付与する
ために近心レスト，遠心ガイド面に加え近心レス
ト部の立ち上がり部分の小連結子部にも近心ガイ
ド面を付与してある．このガイド面は，咬合面か
ら歯頸部に及ぶ広範囲なものとし，支台は通法の
1バーを用いることにした．これらの処置は，全
部冠のワックスアップ時に行った．
2）支台装置の設計
　上述の冠上にR．P．1．クラスプ装置を設計した．
本実験では，近心レスト下の小連結子に遠心ガイ
ドプレーンと完全に平行なガイドプレートを有す
るR．P．1．でP（Plate）を2か所有することから，
R．P．　P．1．と呼称することにした．
3）R．P．1．各型の条件付与
　原メタルフレームは，先に述ぺたR．P．　P．1．とし
た．これは，近遠心のガイド面，ガイドプレート
の接触関係が存在し支台歯と支台装置の連結の遊
びは最小で，その自由度は，小さいものと想定さ
9
れた．
　次いで，近心のガイドブレートをカーバイド
バーで削合し，支台歯の冠の近心ガイド面との接
触関係を消失させた．この第2のR．P．Lをここで
は，Kratochvil　typeと呼称した．さらに第3のR．
P．Lとして，遠心のガイドプレートの歯頸側2／3
を削合したものをKrol　Typeと呼称した．第2第
3のものでは，支台歯との接触関係がルース
フィットとなったためフレームの前後的な回転が
次第に許容され，その状態はあらかじめin　vitro
で確認できた．
観察順序：実験義歯は
①R．P．P．L
②R．P．　L（Kratochvil　type）11）
③R、・P．・1．（Krol　type）12）
④Konuskrone（③のメタルフレームと支台歯の
冠をシアノアクリレート接着剤と即時重合レジソ
で固着し，Konuskroneに準じた状態としたもの）
以上の順序で観察した（図10，11）．
、」醜L
R．P．　P．1
2ノ堕LRP、
　　　　　　　　　　　　（Kratochvil　type）
3ノ⑩一RPI
　　　　　　　　　　　　（Krol　type）
4 Cone　Crown
　（Konuskrone）
Retainer　examined
図10：本実験的観察に用いた各種維持装置．上からR．
　　P．P．1．，R．P．1．（Kratochvil　type），　R．　P．
　　1．（Krol　type），Cone　Crown（Konuskrbne）．
10 五十嵐：欠損歯列における下顎「支持域」の回復
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うにすべきか，すなわち，義歯による床下顎堤へ
の過剰な機能力の集中を軽減するため，場合に
よっては人工歯排列を第一大臼歯迄に留めたり，
人工歯の頬舌径を狭め咬合圧を軽減する立場，ま
た下顎位の正確な支持には常に第二大臼歯迄の排
列が不可欠であるとする二つが見られる．そこで
これら二つの見解を検討するため，遊離端義歯の
W」D（声）
図11　本実験的観察の測定系ブロック図
2．各支台装置別の下顎「支持域」の回復状態に
　　ついて
　被験者A，B，2名で下顎両側性遊離端義歯に
おいて支台装置を削合又は接着処置によってR．
P．P．1．，　Kratochvil型R．　P」．　Krol型R．　P．1．，
Konuskrone型と支台装置を変更し測定した．そ
の結果個体差はあるものの，LP．から噛みしめを
行せせた際に生じる1．M．　D．は差違の大きいもの
から義歯装着なし，Kro　I型R．　P．　1．，　Kratochvi1
型RP．　L，　R．　P．　P．1．，　Konuskroneの順となった．
一方，咬合力の発現は，症例AにおいてはKrol型
R．P．　L，　Kratochvil型R．　P．1．，　R．　P．　P。1．，　Konus－
kroneの順に増加したが，症例Bにおいては4つ
の装置間では大差はなかった，ややKonuskrone
で増加した（図11～14）．
　1．M．　D．の変化が出現した原因は実験義歯のR．
P．L各型の条件付与の項で示したように，　R．　P．　P．
1．におけるガイドプレート内面の削合操作を段階
的に行い，支台歯の間との連結の強さを次第に遊
びのある状態にしていったためであるといえる．
このことは先の4）に示したと同様，遊離端義歯
の支台装置の連結強度を規定するものはRPI支
台装置の近遠心に設定したガイド面，ガイドプ
レートの適合状態に由来しているといえる13）．こ
の適合が緊密であり，連結強度が大きい場合に遊
離端義歯義歯床の動揺，沈下が抑制され，義歯床
による咬合支持の回復がより的確となることが明
かとなった．
G．遊離端義歯における人工歯排列と咬合支持の
　　関係14）
　上下顎とも歯の欠損が進行し，遊離端欠損が生
じている患者においては人工歯部の配列をどのよ
400
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　θ〈roけ〃●ノt）（ratOCtivA，〃●ノ
図12：症例Aにおける各実験義歯装着時の上下顎顎間
　　距離（1．M．D．）の変化．　W．P．：義歯装着な
　　　し，R．　P．1．（Krol　type），　R．　P．1．（Krato－
　　chvil　type），　K：Konuskroneを各々維持装置
　　　とした．
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図13：症例Aにおける各実験義歯装着時の咬合力の変
　　化．MRは右側，　MLは左側を示す．
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図14：各Pt　R．　P．　L支台装置，およびKonuskroneを維持装置とする遊離端i義歯における臼歯部標点，
　　　MR，　MLの値を平均化し，咬合力の発生とともに示した．横軸，1は義歯を装着していない場合，
　　　2はKrol　type，3はKratochvil　type，4はR．　P．　P．1．の各クラスプ，5はKonuskrone，6
　　　は正常老群の値，である．1，2，3，4，5と順に上下顎顎間距離の値は減少し，より正常者
　　　群に近付く．
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図15：本実験的観察では，上下顎とも遊離端欠損とな
　　　る場合の第2大臼歯人工歯の排列の有無がi義歯
　　　の機能に及ぼす影響を検討した．
図16：測定装置の模式図．1は支台歯の動揺量，2は
　　　MR，3は1，4はMLそれぞれの1．M．Dの
　　　記録が行われる．
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咬合の付与と義歯による下顎の咬合支持の回復効
果，咀噌能率の状態，支台歯の負荷の変化の三点
について検討した．これには現在上下顎とも遊離
端義歯を装着，使用している患者5名を被験者と
し，義歯の咬合の付与を第二大臼歯まで（以下
FC），第一大臼歯まで（以下RC）の二条件とし，
咬合支持，咀噌能率15），および支台歯の負荷につい
てはその動揺量により測定した16）（図15，16）．
1．結果
1．上下顎々間距離（1．M．　D．）の変化について
　被験者A～EにおいてFCの排列の場合，咬頭
嵌合位から噛みしめに至る間の変位量は最小54
μm，最大200μm，平均128±62μm，RCの排列の
場合は最小64μm，最大250μm，平均147±72μm
であった．A～EにおけるFCとRCの差違は最
小5μm，最大50μm，平均差異は21±16μmで
あった・この差が1．M．D．の差違としてどのよう
に評価されるべきものなのかを検討する．
　咬頭嵌合位における咬合接触に問題の無いと思
われる正常者48名において嵌合位から噛みしめを
行わせた場合，1．M．D．の値は70±15μmとなっ
た．したがって上記のFC，　RC各々の最小から最
大の値は歯列後方の咬合接触を欠く各遊離端欠損
患者ではほぼ妥当と思われる値であろう．クラウ
ンやブリッジによる補綴を必要とした被験者にお
いて歯列の後方から第2大臼歯，第1大臼歯，第
2小臼歯，第1小臼歯というように順にクラウン
等を外しこの時の1．M．D．の変化の値を測定した
ところFC，　RCに相当する第2大臼歯の有無によ
る1．M．D．の変化の値は最小2μmから最大85
μm，平均40±30μm（N＝5）であり，特に変化
の大きい症例を除外すると最小2μmから最大
46μm，平均25±18μmであり，これは第2大臼歯
が仮に欠損していても第1大臼歯までの咬合接触
が正常に保たれていれば下顎位はほぼ正常に支持
されていることを示したものと評価でき，下顎位
の支持にとってはむしろ第1大臼歯，第2小臼歯
の存在の方が大きな意義を有することを示したも
のといえよう3）．これら従前のデータより今回の
FC，　RCの値の差違を評価すると第2大臼歯の排
列の有無が上下顎々間距離（1．M．　D．）の変化に及
ぼす影響は僅少であるということができよう（図
17）．
2）咀囎効率について
　　；器
　　瑠
品　14。
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図17：被験者Aにおける1．M．D．の変化．　F．　C．は第
　　　2大臼歯までの排列，R．　C．は第1大臼歯まで
　　の排列条件を示す（以下同様）．
　被験者A～EにおいてFCの場合とRCの場合
の咀噌効率の値はECで最小27から最大50％，平
均40±9％，RCで最小13から最大32％，平均22±
6％となった．A～Eを通じFCを100とした時の
RCの値は平均60±26％で，第2大臼歯を排列しな
いとRCではFCの約60％の咀噌効率となること
が明らかとなった．
　Yurkustas（1954）によれば天然歯列者で第2大
臼歯までのものでは咀噌効率は98％，第1大臼歯
まででは56％を示し，第2大臼歯までのものを100
とすると，第1大臼歯までのものは57％となると
しており，さらに部分床義歯患者で義歯の対咬歯
列が人工歯列であるものでは咀噌効率は平均24％
であると報告している．正常天然歯列者での第2
大臼歯の有無による差違とFCからRCへの咀噌
効率の減少変化の様相はほぼ同様であることが分
かった．また全般的な咀噌効率の値はYurkustas
の報告した24％という値と比較し，FCでは40％，
RCでは22％という平均値を示したが，これは上
下顎とも人工歯列である条件下では相当の値で，
FCの40％という値はかなり良好なものであろう
かと思われる．
　症例AとEは上下顎の一方がKennedy　II級欠
損の義歯であり，その義歯の設計はKonuskrone
を支台装置とするもので義歯の動揺は極めて小さ
かった．いずれの症例もRCの方がFCよりも咀
噌効率は低下するが，A，　EとB，　C，　Dとを比
較してみるとA，EではRC／FCが91，93％とほ
とんど変化が無いのに比べ，B，　C，　DではRC／
（％）
100
50
O
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F．C． R．C．
図18：被験者AにおけるF．C．，R．C．時の咀噛効率
　　の値，およびその割合を示す．
FCは36～40％となり咀噛効率が大きく低下する
ことが示された．しかし，数値で示された咀噌効
率の変化と患者の主観的評価は必ずしも一致せ
ず，咀ロ爵に関する評価付の困難さが感じられた（図
18）．
3）支台歯の負荷について
　支台歯の負荷を近遠心的な歯の動揺量で評価し
てみるとFCの場合，　RCの場合とも支台歯の動
揺の値は支台歯へ1kg荷重を加えた際の歯の動
揺変位能の範囲に収まっていた．FCの場合を100
とするとRCの場合は最小43％から最大79％，平
均64＋14％を示した．これから見て第2大臼歯を
除いて第1大臼歯までで人工歯排列を行ったとす
ると支台歯の負荷は第いに減少することが示され
た。人工歯排列を第1大臼歯までとする場合でも
義歯床の遠心へ向けての長さはFC，　RCの場合と
も同一であり，その結果，RCでは相対的に床が長
くなり支台歯の回転傾斜の程度が緩和されるため
上記のような結果を生じると考えられる．著者は
同様の所見をKonuskrone義歯の場合に既に報
告しており，遊離端床の長さが半減すると，同一
咬合力下で支台歯の負荷が大きく増加することを
示し，床の長さの重要性を指摘した．
　Osborne＆Lammieによれぽ遊離端義歯の設
計にあたり残存歯と欠損部顎堤を保護するとい
う，意味で義歯により生じる咬合圧の抑制を重視
している．その内容として，人工歯排列において，
④大臼歯の代わりに犬歯，小臼歯を排列する．②
頬舌径の狭い人工歯を排列する．⑧第2大臼歯を
除き排列する．の3点を挙げ，特に③では支台歯
へ遊離端床から伝達される負荷が軽減されること
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を実施理由に挙げている17）．今回の結果において
もこの傾向が確認された．これは特に支台歯の状
況が不良な場合，そしてII級欠損で片側性の設計
を行わねばならないような場合，支台歯への負荷
の軽減の上から大きな効果が期待できると考えら
れる（図19～21）．
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図19：被験者AにおけるF．C．，R．C．時の支台歯の
　　動揺量，およびその割合を示す．
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図20：被験者Aにおける結果のまとめ．実線はF．C．，
　　点線はR．C．／F．　C．を示す．
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図21被験者A～Eの結果のまとめ．F．　C．を100％と
　　すると，R．　C．／F．　C．のそれぞれの値は，1．M．
　　D．は116±14％となった．咀噛効率は60±26％
　　　となった．支台歯の動揺量は64±14％となった．
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4）臨床的対応について
　遊離端欠損において咬合圧の軽減を図り義歯へ
代償性の安定を供給する支台歯，欠損部顎堤の負
荷軽減を重視することを提唱した者のうち最も具
体的にこれを指摘したのは先に述べたOsborne
＆Lammieの教科書であるが，こうした概念の根
源は既にKantorowich（1949）において示されて
おり，遊離端義歯の床の沈下は遠心端の沈下が重
要であり沈下を防止するには遠心側1／3には咬合
圧が加わらないように人工歯を排列しないように
するのが良いとしている18）．またKairesl9）（1956）
は遊離端部の人工歯は頬舌的に幅の狭いものを使
・用するのが支台歯，顎堤の保護iの点から望ましい
としており，これはMcCracken（1969）の教科書
にも引用されている．一方Hekneby2°）（1969）は
実験的な研究により，Hedegard21）（1976）は臨床
的考察にもとづき，遊離端床の遠心側1／3には人工
歯排列を行わないことが望ましいとしている．次
いでKuhl＆Judeらも対咬歯に配慮しつつ可及
的に第2大臼歯の排列を削除することを提唱して
いる22）．松元（1981）は実験的な研究の結果，遊離
端部人工歯の頬舌径を狭めるのが残存歯，顎堤の
保護にとって有効であるとしている23）．藍（1985）
は人工歯排列において人工歯数を減じる可能性に
ついて述べている24）．下顎「支持域］の機能につい
てK6rberは第2小臼歯まで咬合接触が残存して
いれば対合歯列の状況によっては補綴処置は必要
ないとまで言い切っており，臨床的な「支持域］
の機能性について記載している25）．
　以上多くの研究者が遊離端欠損部の人工歯列に
よる下顎の支持機能，人工歯列による負荷の軽減
について報告を行っているが，義歯の下顎位支持
能力，支台歯による咀噌能力，支台歯の負荷の状
態については総合的に検討されたことはなかっ
た．
　今回，義歯の下顎位支持機能，咀噛能力，支台
歯の負荷軽減作用の3点より遊離端i義歯の人工歯
排列において第2大臼歯を削減することの当否を
検討した．確かに咀囎効率は減じるものの，第2
大臼歯の削減処置は義歯の下顎位支持作用にはほ
とんど影響を与えず（p＞0．01），また支台歯の負
荷軽減には大きく寄与すること（p〈0．01）が明確
に示された．このような人工歯排列の削減処置が，
広範な欠損歯列患者の補綴処置においてどのよう
な場合に適用されるべきかを考えてみると，後方
遊離端欠損の始まりであるKennedy　II級欠損の
場合，片側性の下顎咬合支持域の欠如は顎機能異
常の有力な原因の一つであり，欠損の生成後義歯
により咬合支持を早急に回復しなけれぽならな
い．しかし，この型の欠損は小数歯欠損である場
合が多く，患者の要求性と，装着習慣から見て1
側性の設計が現実には要求されることが多い．こ
の場合，テレスコープやアタッチメントを使用し
た義歯設計が好んで用いられる．Kennedy　II級欠
損で反対側に残存歯が多く残存していれば当該欠
損の人工歯排列で第2大臼歯を削減しても全体的
な咀輯能力の低下には影響は少ないと考えられ
る．むしろ支台歯の負荷は軽減され，下顎位の支
持機能も十分に回復されていればこの形の義歯の
機能的要件は十分に得られたと考えるべきであろ
う．このような設計，すなわち遊離端義歯におけ
る咬合圧の負担抑制を義歯設計に組み入れる場
合，当然対合歯の存在が問題となり，すぺての症
例にこの設計を実現するわけにはいかない．しか
し，対合歯列が同じく遊離端義歯で補綴される場
合，また第2大臼歯が存在していても，近心の残
存歯とクラウンやブリッジで連結されうる状況の
場合にはここで述べた第2大臼歯の削減処置が行
えるといえよう．
H．咬合採得の技法が下顎支持域の回復に及ぼす
　　影響について
　咬頭嵌合位における下顎位は，下顎「支持域」
と呼ぼれる小，大臼歯の咬合接触によって構成さ
れている．これらの接触が失われた遊離端欠損症
例においては義歯の製作時，上下顎の咬合記録を
行うため咬合採得処置が実施される．以下の実験
的研究においてはこの咬合採得処置において咬合
床の条件，咬合力の条件を種々変化させた際に下
顎位がどのように変化するかを下顎願頭位の変化
として記録した．
　前方残存歯の存在する症例ではこれら前方歯の
咬合接触関係を目標として垂直的な下顎位を決定
している．しかし，住々にして口腔内の咬合按触
と模型上のそれとが異なり義歯製作上問題となる
ことがある．
1．被験者
　上顎は天然歯列，下顎はKennedy　I級の両側
性遊離端欠損を有し，既にテレスコープ義歯によ
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る補綴処置が行われ，経過良好な被験者3名を観
察対象とした．
2．上下顎模型の調製法
　本実験的観察では穎頭位の変化を後述の矢状穎
路測定咬合器により測定するため，まず被験者
個々の咬頭嵌合位を規定し，これを咬合器にトラ
ンスファーすることが必要である．そこで下顎に
装着されているテレスコープ義歯は有床部を用い
床下粘膜の裏装印象を酸化亜鉛ユージノールペー
ストを用い咬頭嵌合位で軽くタッピングを行わせ
た条件下で機能印象として採得した．次いで下顎
の歯列印象を残存歯と義歯双方を取り込むように
大きめの既製トレーにてアルジネート印象材で採
得した．
3．矢状頼路測定咬合器への模型装着
　得られた上下顎模型について上顎はHANAU
イヤーピースフェィスボゥ（HANAU153－16）を
用い通法に従い，また下顎は残存歯と模型上の義
歯人工歯咬合面を用い上顎模型に嵌合させ矢状頼
路測定咬合器（HANAU181－101）に咬合器装着し
た．なお上顎は後の測定に際しLauritzen法によ
る調整を行うため，G社製メタルスプリットキャ
ストプレートを介在させた．頼路角の方位と顎頭
球の変位量によって規定するものである26）．
4．咬合床の条件
　実験的観察に用いた咬合床は残存歯である左右
各1歯のテレスコープ内冠上に即時重合レジソ製
のコーピングを有するか否かにより2群に分け
た．それぞれの群につき同一の床外形を有する4
つの咬合床を製作した．
5．咬合採得時の咬合力の規定法
　これには予備実験で各被験者につき咬合床中に
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荷重センサー（日電三栄9EO1－30K）を咬合力計と
し，同時に両側咬筋筋電図を測定し（日電三栄ポ
リグラフ360）その積分筋電図波形と咬合力の関係
をX－Yレコーダー上に描記し，咬合力と積分筋
電位との関係を記録した．その結果，各被験者間
において，ばらつきはあるもののおよそ0～3kg
までの咬合力を軽度（S）3～10kgまでを中等度
（M），10kg以上を強度（L）と規定し咬合採得
時に筋電計モニター上に積分筋電波形を示しなが
ら被験者の咬合力をコントロールすることが可能
であることが分かり，以下この方法により咬合採
得を行った．
6．咬合器上における穎頭位の測定
　各咬合採得により得られた咬合床上の咬合記録
は咬合器上に設定され咬印をチェックパイトと
し，各咬合採得時における穎頭位の測定に供され
た．
　咬全床が残存歯と連結しているか否かをコーピ
ングの有無2条件とし，また咬合採得時の咬合力の
強さを軽度（S），中等度（M），強度（L）及び
軽度については咬合床の幅を通法より幅広とした
（SW）の4条件を与え，咬合器上で願頭位の変化
の方向と変位量を測定した（図22）．
7．願頭位の変化について
1）コーピングの有無との関係
　コーピングにより咬全床は残存歯と連結される
がこれの存在により頼頭位の変化量はコーピング
の無い場合に比べ平均的に小さくなった．しかし，
症例Cではコーピングの有無にかかわらず願頭位
の変位量にはほとんど差違が認められなかった．
コーピングが存在すると咬合床の位置が全般的に
は変位しにくくなると思われるが，症例Cでは
P P
図22：測定は種々な条件を付与した咬合床について，
　　　向と変位量を測定した．
咬合採得時の下顎頼頭の変化としてその変位方
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図24：症例A　765467欠損，コーピソグありの結果．
コーピング有りの場合，左右で強く咬合させた場
合，及び中等度で咬合させた場合の双方で穎頭位
のねじれが生じており他のA，Bの被験者とは異
なる結果を示した．穎頭変位の出現頻度からみる
とコーピングが存在する方が24例中21例とやや変
化が少ないことが分かるが，ほとんど差違は無い
とみるべきであろう．これは碓かにコーピングが
存在すれば咬合床は安定するもののコーピングが
なくとも咬合床がずれないような術式を用いれば
咬合採得時の穎頭位の変化は少なく，むしろ咬合
力の条件の方が影響が大きいと考えられる（図23，
24）．
2）咬合力の大きさとの関係
　咬合力が強度（L；10kg以上）の場合，中等度
の場合（M；3～10kg），軽度の場合（S；3kg
以下）に分けて，頼頭変位の出現頻度との関係を
みると，咬合力が強度（L）の場合コーピングな
しでは平均1．7mm，コーピングありでは平均1．5
mmの変位を示し，中等度（M）の場合コーピン
グなしで平均1．4　mmであり，コーピングありで
は平均0．8mmの変位をホした．軽度（S）の場合，
コーピングなしで乎均0．9mm，コーピングありで
1．Ommを示したことからみて咬合力の大きい場
合には咬合採得時の頼頭位は大きく変化している
ことが示され，その変化を小さくするには可及的
に小さなタッピング程度の咬合力で咬合するのが
良いことが示されたと考えられる．しかし，咬合
力が中等度（M）から軽度（S）となると強度（L）
の場合にはほとんどみられなかった穎頭の上方変
位が生してくることが分かった．これは特に中等
度，軽度咬合時にコーピングが存在する場合7部
位に発生した．このことは，コーピングが存在す
ると咬合床が安定する一方で残存歯と咬全床の連
結によって咬合の仕方について残存歯の歯根膜制
御が生じてきたため，特に弱く咬合し，咬合堤上
の咬印が極めて浅いか．または咬合床の沈下が所
期の状態よりも極めて小さくなっているためでは
ないかと推察される．咬合力が軽度の場合，通常
よりも幅広な咬合堤の条件を（SW）として付与し
たが，この場合幅が適正な（S）と比べ，コーピ
ングがない場合には約20％変位が増加したものの
有意差はなかった．コーピングがある場合には
（S）と（SW）間の差違は小さかった．
3）穎頭の変位方向
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　頼頭変位の出現頻度は下方変位を生じ，結果
として咬合が過高となる（Super－Contact）場合
が，33部位，上方変位を呈し低位咬合（Infra－
Contact）となる場合が12部位であり，全般に下方
変位を生じるものが多かった．これをコーピング
の有無別にみると，下方変位全体の平均穎頭変位
量は1．1mmであり，コーピングのない場合は21
部位で平均1．3mmとなった．一方コーピングの
ある場合は12部位で平均1．Ommとなり，コーピ
ングのあるもので変位が小さいことが示された．
また咬合力が小さいものほど平均変位量が小さい
ことが示された．上方変位を示した12部位のうち
コーピングのない場合は3部位で平均変位量は
1．Ommであったが，コーピングのある場合，先に
も示したように咬合力が中等度（M）または軽度
（S）の場合，特に上方変位は9部位と多く認め
られた．しかし，平均変位量は0．2mmと小さかっ
た．これはコーピングのある場合の残存歯の歯根
膜制御をうかがわせるものといえよう．咬合床が
介在している場合には下方変位が上方変位に比べ
頻度高く生じるが咬合床が存在しない状況下では
咬合時，咬頭嵌合位から噛みしめをさせると下顎
が上顎に接近，すなわち，Infra－Occlusionを生じ，
願頭位も変化する．この場合の穎頭位の変位方向
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は前上方でこれはKennedy　Class　I欠損では最
後方歯となる両側の小臼歯，犬歯部等に回転軸が
構成され下顎の後方が上方へ，前方が下方へ回転
するようになることによると考えられる27）．図25
は上下顎臼歯部をクラウンで補綴した患者である
が，下顎後方よりクラウンを逐次撒去させ，噛み
しめをさせた場合，下顎が上顎に次第に接近する
ことが分かった．その接近の傾向は大臼歯部が撒
去された時よりも，小臼歯，特に第2小臼歯が撒
去された時に大きく，この結果からみると小臼歯
部の咬合支持機能は大臼歯部のそれよりも下顎位
の支持に関し，より重要な機能を占めているとい
えよう．
8．臨床への示唆
　今回の結果から実際に臨床手技としての咬合採
得を行う場合に重要と思われる幾つかの点が考え
られる．
　まず，咬合床の設計については，従来可及的に
残存歯との連結を何らかの形で行う方が咬合床が
安定し，より精度高く咬合採得を行えるとされて
きたが，今回の結果からみると確かに残存歯と咬
合床の連結があった方が穎頭位の再現性はやや良
好ではあるものの顕著な差違は示されなかった．
むしろ咬合のさせ方によっては通常の下方変位と
｛μm）
600
400
200
0
Rillli
R：146°
　99°
図25：可一そして一6－6T5－6－h：撤去されると下顎位の変化は著しく大きくなる．
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は逆の上方変位を惹起させる場合も多く認められ
た．従って臨床的に可能な場合には咬合床を残存
歯と連結させるべきであろう．しかしこれで万全
ではなく咬合のさせ方をコントロールすることの
方が正確な咬合採得にとっては重要であることが
示されたと言える．
　咬合のさせ方については咬合床と残存歯の連結
の有無にかかわらず，強い咬合（L）よりも軽度
でタッピングをさせた場合（S）の方が穎頭位の
変化は小さかった．これは臨床的に既に熟知され
たことであるが今回の結果もまたこれを裏付ける
こととなった．しかし，咬合力が（S）で軽度の
場合に特に床と残存歯の連結があると穎頭位が上
方変位し，咬合位としてはやや低位咬合（Infra－
Occlusion）を呈する場合もあり，注意が必要であ
ろう．今回は咬合堤の材料としてはすべてパラ
フィンワックスを用いたが，臨床的にはパラフィ
ンワックス等の熱可塑性樹脂で咬合記録の概略を
採得し．詳細なディーテールは石膏やインプレッ
ションペーストなどの脆性材料で記録する技法が
臨床で好んで用いられる．その場合，ワックスの
咬合堤への咬合記録についてはこれまでの結果が
示すように軽度なタッピング下での咬印を記録す
れば良いと考えられるが，咬印を二次材料である
石膏等で修飾する際にワックスの咬印をどこまで
切除し，二次材料を盛り上げ最終的な咬合位を印
記するかが問題となる．咬合堤に全く力を加えな
いようにワックスの咬印を大きく削除すべきか，
咬印のうち咬頭頂部のみを数個所残すように削除
すべきかの判断に迷うところである．これについ
て今回の被験者について検討したところ，咬合堤
を大きく削除し，練和直後の印象用石膏を咬合堤
に盛り上げ咬合させた場合には頼頭位は大きく変
位し，ちょうど咬合堤が全く存在していない場合
に噛みしめを行わせたような値を示すものが出現
した．これに対し，咬印の咬頭頂部を残し他を削
除したのち石膏を盛り上げて咬合させた場合には
咬合位は先のワックス部で安定しているため，硬
化後の石膏面により咬印のディーテールが正しく
再現され穎頭位の再現性ももっとも良好であるこ
とが示された．以上からみて正確な咬合採得処置
の条件としては，できれば咬合床を残存歯と連結
し，咬合床の安定，残存歯の歯根膜感覚を利用す
る．咬合力の強さをタッピング程度とする．咬合
接触の咬印は咬頭頂部を残し，石膏などで修飾す
る．などの内容が該当しよう28）．
1．抜歯時に適用する即時遊離端義歯が下顎の咬合
　　支持に及ぼす影響について
　大，小臼歯など後方の咬合支持が存在しない遊
離端欠損では咬頭嵌合位で本来願頭安定位にある
べき顎関節頭部（穎頭部）が容易に変位しやすい
ことを既に報告した．このような遊離端欠損を補
綴するための最大の要件は咬合接触の回復による
下顎位の咬合支持の保持にあるが，臼歯の咬合接
触が喪失した後，どれほどの期間に，どの程度の
咬合支持が失われ，ひいては下顎位が変化して行
くかについては不明であった．そこで本研究では
臼歯部支持域を構成する大，小臼歯を止むなく抜
歯し，即時義歯を適用した症例において義歯の適
用の有無と下顎位の変化を経時的に測定するとと
もに，既に遊離端義歯により完全に咬合支持の回
復されている患者2名において実験的に義歯の咬
合を欠如させ，この時の下顎位の変化を経時的に
測定することにより，上述の問題を検討した．
1．研究方法
1）被験者
　下顎「支持域」を構成する大臼歯，小臼歯部
ぽ「）を根尖性病変により抜歯しなければなら
なくなった65歳男性1名（A）につき抜歯処置に
よる下顎の咬合支持機能の経時的変化と即時義歯
を適用した際の同変化を検討した．また，上顎は
天然歯列，下顎は両側性遊離端欠損（Kennedy　I
級）を有し，すでにKonuskroneテレスコープ義
歯により捕綴処置が行われ経過も良好な被験者
B，Cの2名はそれぞれ義歯装着後11年，及び8
年にわたり臨床的にみて義歯による咬合接触の回
復が完全になされており下顎の咬合支持も正常で
あると判断された．
2）観察方法
（1）即時義歯適用者：被験者A
　抜歯前の上下顎模型を平均値咬合器に装着し，
抜歯予定部位「蕗「の欠損部位を形成し，予め即時
義歯を製作した．この際同時に測定用の変位計固
定シーネを調製した．測定は抜歯前（1回め）．抜
歯後即時義歯を装着して4週後（2回め），即時義
歯を全く使用させず撒去して4週後（3回め），再
び即時義歯を使用させて4週後（4回め）の4回
につき，即時義歯を撒去させ非装着状態で，及び
←4W→ ←4W→ ←4W→
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р?獅狽浮窒
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↑
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図26：測定は即時義歯を装着，非装着の両条件下で4
　　週ごとに行なわれた．
義歯を装着させた状態でMR，1，　ML　3標点の変
化を測定した．同時に各測定回にSchUIIer法によ
る顎関節のX線診を行った（図26）．
（2）既存遊離端義歯から咬合接触を欠如させた場
合：被験者B，C
　Kennedy　I級欠損の義歯において被験者の了
解のもとに臼歯部人工歯咬合面を逐次削合し，十
分に低位咬合とし経時的な下顎位の変化を測定し
た．これには現在使用中の義歯の咬合接触を遠心
から2週間ごとに消失，欠如させ，下顎位の変化
が生じるかどうかを検討した．
3）G．結果
　即時i義歯適用被験者Aにおいて当該測定部位
の臼歯部を抜歯する前（1回め），次いで抜歯後即
時義歯を装着して4週経過後（2回め），即時義歯
を撒去し4週経過後（3回め），再び即時義歯を装
着し4週経過後（4回め）の4回について測定時
即時義歯を撒去し非装着状態の条件と，装着した
条件の2条件下でIpから噛みしめを行わせ，
MR，1，　MLの3標点の変化を測定し，また，即
時義歯摘出患者Aにおいて1回目から4回目の
測定時に口腔内の測定と同時に即時i義歯を装着，
又は撒去状態で左右顎関節X線診をSchUller法
にて行った結果，抜歯側である左側顎関節の位置
的変化は1回目と2回目とでは変化は認められ
ず，関節頭は関節窩中でほぼ正常位にあった．し
かし，2回目と3回目及び3回目と4回目とでは
明らかな変化が認められた．すなわち2回目から
3回目では即時義歯装着時も撒去時も3回目で関
節頭がやや前上方へ変位する様相が示され，この
傾向は4回目には全く消失し関節頭の位置は1回
目，2回目と同様にほぼ正常位に復帰した．
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（1）即時義歯の下顎位保持機能について
　被験者Aにおける臼歯部の下顎咬合「支持域」
を構成する「567一部の抜歯及び即時義歯の適用の
有無によって下顎位の変化が生じることが示され
た．その変化の様相は測定に際し，即時義歯を撒
去し非装着状態でIpから噛みしめを行った場合
の左側，抜歯側において著しく，特に1回目から
2回目への変化は率にして38％の増加，2回目か
ら3回目への増加は最大の62％の増加を示し，次
いで3回目から4回目へは31％の減少を示した．
　これは抜歯後の下顎位の変化を即時義歯が抑制
していることを示し，これが，2回目から3回目
へのIMD値の増加，3回目から4回目への減少
として出現したものと言える．
　一方測定に際し即時義歯を装着させた状態で測
定を行った場合，1回目から2回目への変化では
16％増，2回目から3回目への変化では16％増，
3回目から4回目への変化は15％増となってお
り，いずれの場合も測定時，即時義歯非装着の場
合よりもその変化は小さい．測定時，即時義歯非
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図27：被験者Aにおける即時義歯装着，非装着時の
　　IMDの変化率（測定時即時義歯非装着）
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図28：被験者Aにおける即時義歯装着，非装着時の
　　IMDの変化率（測定時即時義歯装着）
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装着と装着の二つの場合を比べ，即時義歯の下顎
位保持機能を検討してみるには測定時義歯装着の
2回目の値と測定時非装着3回目の値，さらには
測定時非装着の3回目と測定時義歯装着の4回目
の値を比較，検討すれぽ良い．まず，前者では70±
5μmであったIMD値が130±15μmと増大し，
増加1率では93％増となって即時義歯を装着しな
い場合，抜歯後8週で下顎位の大きな変化が生じ
ることが示された．次いで後者では130±15μm
であったIMD値が90±20μmに減少し，減少率
では62％となって，IMD値が増加する，すなわち
下顎が上顎に接近する傾向を示す場合も，IMD値
が減少する，すなわち下顎が上顎から離開する傾
向を示す場合の双方において即時義歯の関与によ
り下顎位がより正常な抜歯前の位置に保たれるよ
うに作用することを示したといえよう．これらの
所見はSchUller法によるX線所見によっても定
性的に裏付けられた（図27，28）．
（2）下顎位の易変位性について
　被験者B，Cにおける咬頭嵌合位を構成する咬
合接触の削合，欠如実験においては汗「，百干
6まで完全な咬合接触を有している場合には観察
時に前歯部（－iFF’1r）のみで噛みしめを行わせて
も下顎位はほとんど変化せず顎関節の変位も従っ
て生じていないことが推察された．更に被験者B
においてex75’JFf’5一まで咬合接触を有する場合にも
この条件下で2週間放置したにもかかわらず下顎
位の変化は左右とも20μm（10％）以下と僅少で
あった．しかし，次いでτJF’4一までの咬合接触と
したところで下顎位は大きく変化し，110～160
μm（52～73％）の増加を示し下顎は上顎に接近す
る傾向を示した．この傾向は珊までの咬合接
触とすると200～300μm（95～136％）と大きく増
加していくことが分かった．従って被験者Bにお
いては百干丁残存から，耳丁残存に変化する2
週間の間にもっとも顕著な下顎位の易変位性が生
じ，これは取りも直さず，顎関節頭の易変位性
（Labilitat；Steinhardt，　G．10））が生じたものと
言える．一方被験者CにおいてはBと同様了二F
7，’6＝F’6一を有している場合には下顎位の変化を
生じないが，－T－ e’5一の咬合接触のみとし，2週間
後に噛みしめを行わせてみると55～100μm
（22～55％）の変化を示し，τπの咬合接触と
して2週間後には115～175μm（46～97％）の変化
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図29：被験者BにおけるIMDの変化率
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を示し更tlc’ir　F’9一の咬合接触として2週間後には
210～265μm（84～153％）の変化を示し，下顎は
上顎に接近する傾向を示した．従って被験者Cに
おいてe＊76＝F－6－rk存から5＝Rrnt存に変化する2
週間の間に顕著な下顎位の変化，すなわち顎関節
の易変位性が生じたものといえよう．今回の被験
者B，Cにおける観察例からみると下顎位の易変
位性が出現するのはBのように一5－ eErの咬合接
触から丁干丁のそれへと移行する間である場合と
Cのように一U’JF’6一の咬合接触から一5’F’Erのそれへ
と移行する間に大きく変化する場合の少なくとも
二つのタイプのあることが示されたと言える（図
29，30）．
　下顎位を咬頭嵌合関係によって規定し，関節窩
中の関節頭をいわゆる穎頭安定位29）に位置付け，
あらゆる下顎運動の開始，終末位を構成する状態
が正常老におけるメルクマールであると言える．
これは欠損歯列患老においては機能回復の最大の
目標であることは論を待たない．咬頭嵌合関係に
失調を来し，下顎の咬合支持機能を担う大，小臼
歯の咬合接触が失われると下顎位も次第に変化す
ることをこれまで報告してきたが，完全な咬頭嵌
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合関係が損なわれ，量的，経時的に消失した場合
に下顎位の変位にどの程度の影響が生じて来るか
については不明であった．
　まず，即時義歯の効果については多くの先人が
報告している．Haupl，　K．は抜歯後の創傷の保護と
義歯による咬合圧の分散に有利な合目的的な欠損
部顎堤の生成に寄与することを示した．同様の見
解はCarlsson，　G．　Eらも述べている．　Schreiber，
S．32）は上顎即時義歯の安定性を測定し，即時義歯
により，全粘膜負担性義歯を抜歯後に適用するこ
とは咀噌の回復，維持に有利であることを示した．
また，Balters，　W．33）は即時義歯の抜歯後の心理的
保護作用について述べた．Reichenbach，　E．34）及び
Steinhardt，　G．35）は即時義歯が下顎位の保持に及
ぼす影響を強鯛しており特にSteinhardt，　G．は臼
歯部の咬合支持を構成する部位を抜歯することに
より臨床的にはほとんどの症例で下顎上方変位が
生じ，これにより顎関節障害の生起する可能性を
指摘している．更にこの可能性を予防するには即
時義歯の適用は有効であり，臨床における即時遊
離端義歯の製作に至るステップ例を示している．
McCracken36），三谷37），藍38｝らも即時義歯が抜歯
後の顎間関節の不安定性を回復，補償する効果に
ついてその有効性を指摘している．しかし，抜歯
後どれほどの期間に下顎位の不安定性が生じ，易
変位性（Labilitat：Steinhardt，　G．）を生じるよう
になるかについては今日まで報告がなかった．今
回の即時義歯適用例と義歯咬合面を削合する観察
例により咬合接触を失い下顎「支持域」が消失し
た場合の定量的，経時的な変化の過程の一端が明
らかとされたものといえよう．
　このような下顎変位の様相については既に著者
らにより報告されているが，これらのうちにも大
臼歯，πの咬合接触が欠如しても不顎位にほと
んど変化を生じないものとπの咬合接触が欠如
すると下顎位が変化しはじめ，丁匠の欠如に伴い
変化がより増大するものとが認められること，そ
して全体として百までの欠如よりは可『までの
欠如の方が下顎の咬合支持能力をより損なう傾向
の大きいことを指摘した．
　一方Kayser39）らは上記に反し，臨床的な観察を
もとに，大臼歯群の咬合支持よりも小臼歯群の咬
合支持の能力の高いことを示し，単に大臼歯が欠
損したのみの場合には補綴に伴う残存諸組織損傷
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の可能性を考慮し，その欠損は捕綴せず放置した
ままで良いという見解を示している．同様な見解
はMahan，　P．4°｝によっても示されているが，咬合
接触の減少と下顎の変位傾向を詳細に観察すれば
先に示した著者らのような結果が導かれるわけ
で，確かに全般的には小臼歯部の咬合接触が下顎
の咬合接触に及ぼす影響は大臼歯に比べ格段に重
要ではあるが個体によっては第1大臼歯の咬合接
触の喪失から既に下顎位の変位が開始してくると
いう事実を看過してはならないと考える41）．
（3）遊離端欠損への対応について
　Kennedy　I級，　IIの後方両側性，一側性遊離端
欠損では欠損状態を放置したままでいると後方歯
の咬合支持の欠如（Loss　of　posterior　occlusal
stop）が生じてくることが知られている．　Bell，　W．
E．は臼歯部後方欠損があり，クレンチングを伴う
患者においてはPosterior　overclosureを生じ，前
方残存歯が歯周病などで十分な咬合接触を構成不
能な場合下顎間開節頭は後方に変位すること，ま
た前方残存歯が骨植堅固な場合には最後方歯（多
くは小臼歯）に下顎の回転変位軸が形成されここ
にOverclosureが生じ関節頭は前上方に変位す
るという所見を臨床的に示しこれら臼歯部の欠損
と咬合力のアンバランスが関節頭の変位，ひいて
は顎関節の退行性の変化を生じる病因となること
を示した42）．
　大臼歯，小臼歯欠損がある患者においてすべて
の症例で顎関節の退行性変化が生じるとは考えに
くいが，我々が臨床で対処している患者群におい
ては上記の可能性が厳として存在することを忘れ
てはならない．また実際に遊離端欠損の咬合回復
を行う場合には今回の観察結果からみて，また臨
床経験上からも少なくとも第1大臼歯までの咬合
を確実に回復すべきことを強調したい．確かに
Kayserらのような主張もあるが先に述べたよう
な理由で下顎の咬合支持に十分な，言ってみれば
安全率を掛けたような第一大臼歯までの咬合の再
構成が必要であると考えるものである．これにつ
いては既に著者らにより部分的に示されており，
対合歯列が義歯，又は大1大臼歯までの場合には
当該義歯の人工歯排列は第1大臼歯までに留める
ことにより，第2大臼歯まで排列した場合に比べ，
咀噌効率にはほとんど変化なく，義歯による咬合
支持能力もほとんど変化せず，さらには前方の支
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台歯の負荷は第1大臼歯までとした方が小さかっ
た．
　また，同様な傾向については，大井43），虫本44）ら
も報告している．以上からみて遊離端欠損は咬合
支持の回復という観点からみると補綴処置の安全
率を考慮し，少なくとも第1大臼歯までは咬合接
触を回復する必要があると考えられる．
結 論
　下顎位の回復，特に咬頭嵌合位の回復は修復系
歯学にとって臨床上最も重要な要件の一つであ
る．咬頭嵌合を構成する咬合接触を総体として捉
えた場合これまで示してきた下顎の咬合「支持域」
という概念が生じてくる．この下顎「支持域」を
的確に，永続的に回復して行く事は補綴学に課せ
られた重大な任務である．今後は測定精度をさら
に向上させ，この問題に取り組んで行きたい．
　おわりに，伝統ある本学会誌に発表の機i会を与えて
いただいた会員各位に謝意を表するものである．
　なお，本研究の一部は文部省科学研究費補助による．
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